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委  託  仕  様  書 

 

１ 件  名 

 東京文化発信プロジェクト 伝統芸能公演『メイン公演①』の企画運営業務の委託に

ついて 

 

２ 実施目的   

 東京文化発信プロジェクトは、「世界的な文化創造都市・東京」の実現に向けて、東京

都と東京都歴史文化財団が、芸術文化団体やアート NPO 等と協力して実施している事

業である。本プロジェクトの一環として日本の伝統芸能・文化を国内外へ広く発信する

とともに、次世代に継承していくことを目的とした伝統芸能公演プログラムを実施す

る。 

 本格的な伝統芸能公演をわかりやすく見せることで伝統芸能・文化に馴染みのない層

（特に若い世代や外国人）に伝統芸能の魅力をアピールすることを目的とする。 

 

３ 委託内容 

（１）プログラムの企画及び運営業務 

プログラムを企画し、事前準備から当日運営を含めプログラム運営に係る一切の業務

を行うこと。 

（２）プログラムの広報の立案・実施業務 

プログラムを周知させ、集客を図るための広報業務を行うこと。ただし、委託者が実

施する広報業務と計画が重複した場合には、別途委託者と協議の上、代わりとなる広報

を立案・実施すること。 

（３）プログラムの実施及び実施結果の報告 

プログラムの参加者数、事件・事故・苦情の有無等の結果及び実施内容の効果につい

て検証した結果を報告すること。 

（４）その他プログラムの実施に必要な業務全般 

 

４ 委託条件 

（１）プログラムの企画・実施 

ア 公演の企画内容等 

（ア）タイトル（公演名） 

 伝統芸能・文化に馴染みのない層（特に若い世代や外国人）に対して、プロ

グラムの内容が理解しやすいタイトル（公演名）を設定すること。 

（イ）プログラムの内容 

 伝統芸能の魅力をアピールするよう工夫した「本格的な伝統芸能公演をわか

りやすく見せる」企画内容・構成とし、想定するジャンル、演目及び出演者を

設定すること。その際、これまで受託者が実施したプログラムにはない、オリ

ジナルの内容を含むこと。 

（ウ）実施会場・日程 

 東京文化会館大ホールにて、平成２７年１０月２１日（水）、２２日（木）、

２５日（日）のいずれか１日において、集客に適した日程を選定し、プログラ

ムを実施すること。 

（エ）プログラムの実施時間 
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 集客に適切な時間設定とし、受託者の提案に基づき、委託者と協議の上決定

するものとする。 

（オ）収入見積書及び経費見積書の策定 

 プログラム内容及び運営体制を考慮した収入見積書及び経費見積書とするこ

と。ただし、チケット販売及び協賛金等の収入は委託者に帰属することとする。

なお、公演当日の出演者ＣＤ等の物品販売は認めないものとする。 

（カ）チケット料金等の設定 

① チケット料金については、一般料金・学生料金等に分け、集客が見込め、か

つ適正と思われる金額を設定すること。 

② 収入見積書の額を確保するよう努めること。収入が経費見積書事業額に満た

ない場合、原則、その差額を受託者が補てんするものとする。 

③ チケットの販売方法及び時期について集客に効果的と思われるスケジュール

を提案すること。ただし、チケットの販売方法及び時期については委託者と協

議の上決定するものとし、チケットの発券・販売業務等は原則として委託者が

行うものとする。 

（キ）集客目標の設定 

 ターゲット、会場の規模、公演日時、チケット料金・発売日等を考慮して、

適正な集客目標を設定すること。ただし、東京文化会館大ホールの４階、５階

部分は使用しないものとし、３階席は無料で都民の招待を実施することとする。

また、１階、２階席で、委託者の招待及び関係者用の席として約１５０席を別

途確保すること。 

（２）プログラムの広報の立案・実施業務 

ア 広報計画の立案・実施 

（ア）ターゲット、会場の規模、公演日時、チケット料金・発売日等を考慮して集客

に向けた効果的な広報スケジュールとすること。 

（イ）プログラムのターゲットに訴求し、集客に繋がる広報（チラシ等の作成及び各

種媒体を使った広報等）を効果的に計画し、実施すること。出広告等について

も広報計画に盛り込むこと。 

例）   チラシ制作 ○部 納品○月 

     チラシ配布 計○箇所 （○○劇場へ折込・設置） ○月実施 

     ○○新聞 半２段広告  ○月２回実施 

     ○○サイド バナー広告 １ヶ月間 ○月～○月   

（ウ）プログラム内容確定後、速やかに委託者と広報計画について協議し、実施する

こと。 

（エ）当初予定した広報計画を実施しても券売状況が芳しくない（設定時の集客目標

を下回る）場合、追加で出広告を含めた広報計画を策定し、委託者と協議の上

実施すること。 

イ 制作物の作成等 

（ア）全ての制作物及び広報物は事前に委託者の確認及び承認を得ること。 

（イ）委託者が提供するガイドラインに基づき、制作物を作成すること。 

（ウ）チラシ等の制作物及び広報物については、事前に委託者と制作スケジュールを

協議し、その原稿提出等のスケジュールを守ること。外国人の参加を促すため、

チラシ等にはプログラムの場所等の基本情報や内容について英語でも表記する

こと。なお、委託者に提出する原稿は、出演者等と事前に協議したものとする
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こと。 

（３）運営業務 

ア プログラムの運営業務全般 

（ア）プログラムの運営体制 

 全体を総括する総括責任者１名のほか、総務・経理担当及び広報担当等の必

要な人員を配置すること。委託者とのやり取りについては、統括責任者を通し

て行うこと。統括責任者は当日の指揮・監督を行い撤去作業まで立ち会うこと。 

（イ）運営体制及びフロー 

 事前に運営体制・連絡系統並びに公演のプログラムを明確にし、実施までの

全体スケジュールを作成の上、委託者に提出すること。また、当日の運営マニ

ュアルの作成を行い、プログラム実施３週間前までに、委託者と協議の上提出

すること。 

なお、当日の運営マニュアルには、会場のレイアウト図、タイムスケジュー

ル、会場アナウンス原稿、一般からの問い合わせ対応（チケット紛失やクレー

ム等）、受付・ロビー対応、緊急連絡対応（荒天、天災による中止対応を含む）、

緊急連絡体制等を記載すること。 

（ウ）会場関係 

① 東京文化会館大ホールの会場使用料を同館の「ホール利用時間と利用料金」

（http://www.t-bunka.jp/hall_host/info11.html）より下記のとおり見込むこ

と。  

  a.利用団体区分は「芸術文化団体」とする。 

  b.利用時間区分は、リハーサル及び本番日の使用時間帯に応じて「午前」、「午

後」、「夜間」及び「全日」とする。 

   c.リハーサル（本番時間区分以外）で使用する時間区分は、本番料金の半額 

   d.b.及び c.で算出した合計から、さらに５０％割り引いた額 

   なお、付帯設備については、割引適用外とする。 

② 会場内及び会場周辺に会場案内等のサインを設置すること。 

（エ）当日対応 

① 委託者と協議の上、総括責任者のもとに会場の責任者ほか必要な人員を配置す

ること。 

②  出演者紹介や実施内容等を掲載したパンフレットを作成し、会場において来場

者全員へ配布すること。パンフレットの内容、数量及び制作スケジュールにつ

いては事前に委託者へ協議すること。パンフレットは、プログラムの基本情報、

内容並びに伝統芸能に関する解説を日英併記するか、もしくは、日本語表記の

ものに英語による解説を付した印刷物を配布すること。なお、原稿を委託者に

提出する際は、内容を確認する期間を考慮した上で、委託者と協議したスケジ

ュールに遅滞のないよう努めること。 

③ 海外からの観光客等の外国人の参加者に向けて、公演当日、英語によるイヤホ

ンガイドを用意すること。なお、用意するイヤホンの数量等については、委託

者と協議の上、決定するものとする。 

④ 参加者の安全には、細心の注意を払うこと。また、来場者の安全と便宜に配慮

した適切な案内・誘導を行い、各スタッフには、事前に指導すること。 

⑤ 非常時には、来場者の安全確保・避難誘導には万全を期すこと。また、不測の

事態が生じたときでも速やかに対応すること。 
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⑥ その他、当日運営業務に関する一切の業務を行うこと。 

（オ）招待関連 

① 招待者及び関係者の席数及び配席については、４（１）ア（キ）のとおりとし、

配席や詳細の席数等については、委託者と別途調整の上、決定するものとする。 

② 当日は会場に一般受付とは別に、招待者及び関係者受付を設け、アテンドも含

め責任を持って対応すること。なお、別途、駐車場の手配も含めた招待者の車

輌対応に必要なスタッフを配置すること。  

イ 広報協力 

（ア）委託者が広告等の広報業務を実施するにあたり、必要となるプログラムの出演

者の画像等の広報用の素材を当事者の承諾を得た上で提供すること。 

（イ）取材やメディアからの問い合わせが入った場合には、委託者の広報担当者に速

やかに連絡を行い、広報担当者と協力して対応を行うこと。 

（ウ）プログラムの開催時に、委託者指定のチラシ並びにアンケートをパンフレット

に折り込む等、東京都及び公益財団法人東京都歴史文化財団関連事業、東京都

内で開催される伝統芸能関係のイベントの広報に協力すること。アンケートに

ついては、公演前に配布し、公演終了後回収し、速やかに委託者に納品するこ

と。なお、アンケートの様式については委託者より提供する。 

（エ）その他、委託者が行う広報業務と連携し、協力すること。 

ウ プログラムの実施記録及び実施結果の報告 

（ア）実施記録 

デジタルカメラによる記録写真撮影を行うこと（会場、受付周辺、実施風景、

サイン等）。 

なお、オフィシャル画像及び映像は別途委託者が撮影するため事前に委託者と

協議すること。 

（イ）実施結果 

 ①プログラム終了後翌営業日 

  事件・事故の有無 

  ただし、重大な事件・事故の場合には、直ちに、委託者へ報告すること。 

 ②プログラム終了後 1 週間以内 

  ・参加者数の集計データ、参加者数、受託者が受領したチケット収入等の金額 

・苦情の有無 

  ・事後広報用記録写真（ＷＥＢ掲載可能なもの） 

 ③プログラム終了後１か月以内 

  以下の項目をまとめた報告書 

  ・実施概要（実施日時、場所、出演者、主催・共催等） 

  ・開催時の状況報告 

  ・スケジュール、プログラム 

  ・出演者プロフィール 

  ・制作物（チラシ・ポスター等の制作物画像データ、配布先リスト等） 

  ・広報宣伝活動報告（パブリシティー・メディア掲載リスト） 

  ・クリッピング（主な掲載記事のクリッピングデータ） 

・企画段階で設定した目的、対象及び効果等に対して、プログラム実施後の結

果を踏まえ、その成果などについての検証（必要な項目は別途委託者より指示

する。） 
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（ウ）報告方法 

（ア）及び（イ）の報告は、紙媒体で２部、CD-ROM（電子データ）で１部を提

出すること。 

（４）その他プログラムの実施に必要な業務全般 

ア 納品された写真等報告書の著作権及び使用権は、委託者に帰属すること。ただし、

当該写真等報告書に含まれる出演者等が被写体となっている写真の使用について

は事前にその使用態様につき、受託者を介して出演者等の了承を得るものとする。

また、通常の報告書としての利用範囲を超えて使用する場合も事前に受託者を介し

て出演者等の了承を得ること。 

イ 契約締結後、速やかに委託者と打ち合わせ、履行スケジュール、執行体制の調整

を行うこと。 

ウ 委託者の指示に従い、定期打ち合わせ、説明会及び必要に応じ随時打ち合わせを

行うこと。 

エ プログラムの内容は、委託者との綿密な連絡・調整の上で、委託者の実施意図が

反映されたものとすること。 

オ 業務の実施にあたっては、この契約によるほか法令等を十分に遵守すること。 

カ 本委託事業において、受託者が委託者と協議の上、チケット販売・協賛金等の収

入を受領する場合の収納金は、受託者が一括管理とすることとし、別途委託者が指

示する方法により、受託者が適正に管理し、事業終了後速やかに収納に係る証書等

を添えて、委託者へ納めること。 

キ プログラムに対して、実施に必要な保険を掛けること。なお、保険の種類、範囲

等については事前に委託者に協議の上、調整すること。 

  

５ 個人情報の取扱い、情報セキュリティ及び事故等の対応 

（１）個人情報の保護の重要性に照らし、委託業務の実施にあたっては、別紙「個人情報

の取扱いに関する特記事項」に則りその取扱いに適正を期し、個人の権利利益を侵害

することのないよう努めること。 

（２）個人情報の取扱い及び情報セキュリティについて体制が整っていることを確認する

ため、契約締結時に受託者においてこれらを定めたプライバシーポリシー等の規定や

情報セキュリティに関する安全管理措置（マニュアル）等を提出すること。 

（３）個人情報の漏えい及び情報セキュリティに関する事故を含め、プログラムに関係す

る事件・事故・苦情等が発生した場合には、速やかに委託者へ報告すること。また、

契約締結後速やかに委託者と調整し、緊急事態発生時の連絡体制を作成すること。 

 

６ 履行場所 

委託者と受託者が協議の上、決定する。 

 

７ 履行期間 

契約締結日から平成２８年１月２２日（金）まで 

  

８ 支払方法 

履行確認した後、受託者の請求に基づき一括で支払うこととする。ただし、会場に

支払う使用料については、履行途中であっても、受託者の請求に基づき、支払いでき

るものとする。 
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９ 環境により良い自動車利用 

本契約の履行にあたって自動車を使用し、または利用する場合は、都民の健康と安

全を確保する環境に関する条例(平成１２年東京都条例第２１５号)の規定に基づき、

次の事項を遵守すること。 

（１）ディーゼル車規制に適合する自動車であること。 

（２）自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等

に関する特別措置法（平成４年法律第７０号）の対策地域内で登録可能な自動車利用

に努めること。 

   なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証明書等の

提示または写の提出を求められた場合には、速やかに提示または提出すること。 

 

１０ その他 

（１）プログラムの企画・実施にあたっては、委託者と協議の上、進めること。また、本

委託仕様書に定めのない事項及び内容に疑義が生じた場合も、協議の上、決定するこ

と。 

（２）この公募プログラムについては、平成２７年第 1 回東京都議会定例会において東京

都予算案の議決を得、かつ、公益財団法人東京都歴史文化財団理事会・評議員会にお

いて平成２７年度予算案の議決及び承認を得た場合に確定する。 

（３）履行期間中に消費税率が上昇した場合においても、委託金額の変更はしない。 

 

１１ 担当 

   東京発・伝統ＷＡ感動実行委員会事務局 加藤、荒金 

   電話  ０３－３４６７－５４２１（平日１０時～１８時） 

ＦＡＸ ０３－３４６７－５４２２ 
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個人情報の取扱いに関する特記事項 

 

（個人情報の保護に係る受託者の責務） 

第１ 受託者は、この契約の履行にあたって、個人情報を取り扱う場合は、以下の事項を遵

守し、個人情報の漏えい、滅失、き損の防止その他個人情報の適正な管理のために必要

な措置を講じなければならない。 

（再委託の禁止） 

第２ 受託者は、この委託仕様書に基づく委託業務を第三者に委託してはならない。ただし、

委託業務全体に大きな影響を及ぼさない補助的業務についてあらかじめ委託者の書面

による承認を得た場合にはこの限りでない。 

２ 前項ただし書に基づき委託者に承諾を求める場合は、再委託の内容、当該業務において

取り扱う情報、再委託先、個人情報管理を含めた再委託先に対する管理方法等を文書で

提出しなければならない。 

（秘密の保持） 

第３ 受託者は、第２第１項ただし書により委託者が承認した場合を除き、委託業務の内容

を第三者に漏らしてはならない。なお、この契約終了後も同様とする。 

２ 第２第１項ただし書により、委託者が承認した再委託先の秘密保持については、受託者

の責任において管理するものとする。 

（目的外使用の禁止） 

第４ 受託者は、この契約の履行に必要な委託業務の内容を他の用途に使用してはならない。 

また、第２第１項ただし書により委託者が承認した部分を除き、契約の履行により知り

得た内容を第三者に提供してはならない。 

（複写複製の禁止） 

第５ 受託者は、この契約に基づく業務を処理するため、委託者から引き渡された原票、資

料、貸与品等（以下「原票等」という。）がある場合は、委託者の承認なくして複写ま

たは複製をしてはならない。 

（個人情報の管理） 

第６ 受託者は、委託者から提供された原票等のうち、個人情報に係るもの及び受託者が契

約履行のために作成したそれらの記録媒体については、施錠できる保管庫または施錠、

入退管理の可能な保管室に保管する等適正に管理しなければならない。 

２ 受託者は、前項の個人情報の管理にあたっては、管理責任者を定め、内部における責任

体制を確保しなければならない。 

（受託者の安全対策と管理体制資料の提出） 

第７ 受託者は、委託業務の適正かつ円滑な履行を図るとともに個人情報保護に万全を期す

るため、委託業務の実施に当たって使用する受託者の管理下の施設において、以下の事

項について安全管理上必要な措置を講じなければならない。 

(1) 委託業務を処理する施設等の入退室管理 

(2) 委託者から提供された原票等の使用保管管理 

(3) 契約目的物、契約目的物の仕掛品及び契約履行過程で発生した成果物（出力帳票及

び磁気テープ、フロッピィ等の電磁的記録を含む。）の作成、使用、保管管理 

(4) その他仕様等で指定したもの 
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２ 委託者は、前項の措置について確認するため、受託者に対して、個人情報の管理を含め

た受託者の安全管理体制全般に係る資料の提出を求めることができる。 

（委託者の検査監督権） 

第８ 委託者は、必要があると認める場合には、受託者の作業現場の実地調査を含めた受託

者の個人情報の管理状況に対する検査監督及び作業の実施に係る指示を行うことがで

きる。 

２ 受託者は、委託者から前項に基づく検査実施要求または作業の実施に係る指示があった

場合には、それらの要求または指示に従わなければならない。 

（資料等の返還） 

第９ 受託者は、この契約による業務を処理するため委託者から引き渡された原票等を、委

託業務完了後速やかに委託者に返還しなければならない。 

２ 前項の規定による返還時に、個人情報に係るものについては、第６第２項に定める個人

情報の管理記録を併せて提出し報告しなければならない。 

（記録媒体上の情報の消去） 

第１０ 受託者は、契約目的物の作成のために、受託者の保有する記録媒体（磁気ディスク、

磁気テープ、パンチカード、紙等の媒体）上に保有する、委託処理に係る一切の情報に

ついて、契約目的物に対する委託者の検査終了後、すべて消去しなければならない。 

２ 前項の消去結果について、受託者は、記録媒体ごとに、消去した情報項目、数量、消去

方法、消去日等を明示した文書で委託者に報告しなければならない。 

３ 第２第１項ただし書により委託者が承認した再委託先がある場合には、再委託先の情報

の消去について受託者の責任において行うとともに、その状況を前項の報告とともに委

託者に報告しなければならない。 

（事故発生の通知） 

第１１ 受託者は、契約目的物の納入前に事故が生じたときには、速やかにその状況を書面

により委託者に通知しなければならない。 

２ 前項の事故が、個人情報の漏えい、滅失、き損等の場合には、漏えい、滅失、き損した

個人情報の項目、内容、数量、事故の発生場所及び発生状況等を詳細に記載した書面に

より、速やかに委託者に報告し、実行委員会の指示に従わなければならない。 

３ 前項の事故等が、東京都個人情報の保護に関する条例第３４条または同３５条に規定す

る明らかな違反行為であると認めた場合は、委託者の所在地を管轄する警察署へ通報す

る。 

（委託者の解除権） 

第１２ 委託者は、受託者がこの特記事項に定める事項に違反した場合またはその他個人情

報の保護に関する事項について問題があると認める場合はこの契約を解除することが

できる。 

（疑義についての協議） 

第１３ この取扱事項の各項目若しくは委託仕様書で規定する個人情報の管理方法等につ

いて疑義等が生じたときまたはこの取扱事項若しくは委託仕様書に定めのない事項に

ついては、両者協議の上定める。 

 

 


